
第１回世田谷区子ども・子育て部会

次第

日時：平成２５年７月１８日（木）１８：３０～

場所：世田谷区役所第１庁舎５階庁議室

議事

（１）委員紹介

（２）部会長、副部会長の承認

（３）子ども・子育て部会の運営について

（設置の趣旨、役割、スケジュール等）

（４）子ども・子育て支援新制度、子ども・子育て支援

（５）世田谷区の現況・施策について

（６）子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査について

･子育て支援事業計画について

資料

１．世田谷区子ども・子育て部会委員名簿

２．世田谷区子ども・子育て部会設置要綱

３．子ども・子育て部会の運営について

４．子ども・子育て支援事業計画について

５．今後のスケジュール

６．世田谷区の現況について

７．子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査票案（就学前児童・就学児童）

８．（参考）子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査票（国の示す雛形）

【冊子・パンフレット等資料】

.おしえて！子ども・子育て新制度

・世田谷区子ども計画後期計画（本編、資料編、概要版）

・せたがや子育て応援ブック



資料１

世田谷区子ども･子育て部会委員名簿

学識経験者

事業者･団体等

霞
Ⅲ
１

● 

No. 氏名 所属

１ 
和田敏明
ワダトシアキ

ルーテル学院大学大学院教授
(世田谷区地域保健福祉審議会副会長）

２ 
森田明美
モリタアケミ

東洋大学教授

３ 
天野珠路
アマノタマジ 日本女子体育大学准教授

４ 
池本美香
イケモトミカ (株)日本総合研究所主任研究員

５ 
猪熊弘子

イノクマヒロコ
幼児期教育･保育ジャーナリスト

東京都市大学客員准教授

６ 
太田光洋
オオタミツヒロ 和洋女子大学教授

７ 
加藤悦雄
カトウエツオ 大妻女子大学准教授

８ 
相馬直子
ソウマナオコ 横浜国立大学大学院准教授

No. 氏名 所属

１ 
普光院亜紀
フコウインアキ

保育園を考える親の会

２ 
松田妙子
マツダタエコ

NPO法人せたがや子育てネット

３ 
横矢真理
ヨコヤマリ

NPO法人子どもの危険回避研究所

４ 
正岡里鶴子
マサオカリヅコ

世田谷区民間保育園邇閉
成育しせい保育園園長

５ 
平林喜美子
ヒラバヤシキミ．

東京都認証保育所協会世田谷地区

ベビールーム下北沢園長

６ 
秋元智子
アキモトトモコ

世田谷区保育室連絡協議会
保育室SUKUSUKU施設長

７ 
五島満

ゴシマミツル 世田谷区私立幼稚園協会副理事長

８ 
坂本雅予
サカモトマサヨ 世田谷区私立幼稚園PTA連合会会長

９ 
萩谷綾子
ハギヤァヤコ 世田谷区立幼稚園PTA連絡協議会会長

1０ 
谷合路子
タニアイミチコ

公募委員

1１ 
中山瑞穂
ナカヤマミズホ 公募委員



資料２

世田谷区子ども・子育て部会設置要綱

２５世計調第７９号

平成２５年５月２７日

（目的）

第１条子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項３号に規定す

る事務を処理するため、世田谷区地域保健福祉推進条例（平成８年３月世田谷区条例第

７号）第１９条第５項の規定に基づき、同条第１項の世田谷区地域保健福祉審議会（以

下「審議会」という。）に世田谷区子ども・子育て部会（以下「部会」という。）を設

置する。

（所掌事項）

第２条部会の所掌事項は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）子ども・子育て支援事業計画の案について意見を述べること。

（２）前号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援事業計画に係る事項のうち、審議

会の会長（以下「会長」という。）が必要と認めること。

（委員）

第３条部会は、次に掲げる者をもって構成する。

（１）学識経験者等８名以内

（２）区民等１２名以内

（３）前２号に掲げる者のほか、部会長が必要と認めるもの若干名

（部会長及び副部会長）

第４条部会に部会長及び副部会長を置く。

２部会長は、会長の指名する委員をもって充てる。

３副部会長は、部会長の指名する委員をもって充てる。

４部会長は、部会を招集し、部会の事務を掌理し、調査審議の経過及び結果を審議会に

報告する。

５副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（庶務）

第５条部会の庶務は、保健福祉部計画調整課及び子ども部子ども育成推進課において処

理する。



（委任）

第６条この要綱に定めるもののほか、

協議し定める。

部会の運営に関し必要な事項は、部会長が会長と

附則

この要綱は、平成２５年６月２４日から施行する。



資料３

子ども・子育て部会の運営について

１．世田谷区子ども・子育て部会の設置の趣旨

平成２４年８月に公布された子ども・子育て支援法に基づき、「子ども・子育て支援事業

計画」の策定が区市町村に義務付けられた。

この「子ども・子育て支援事業計画」の策定にあたっては、子育て当事者の意見を聴くこ

とが求められており、地方版子ども・子育て会議に相当する組織として、世田谷区地域保健

福祉審議会に世田谷区子ども・子育て部会を設置する。（裏面参照）

委員は児童福祉及び幼児教育の分野における学識経験者､保育施設や幼児教育施設等の事

業者及び利用者、子ども・子育て支援サービスの事業団体等の子育て当事者で構成する。

２．子ども・子育て支援事業計画について

子ども・子育て支援事業計画には、潜在ニーズも含めた地域での子ども・子育てに係るニ

ーズを把握した上で、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援事業に係る需要

量の見込み、同提供体制の確保の内容と実施時期などを記載することとなっている。

詳細は資料４のとおり

３．世田谷区子ども・子育て部会の役割

・ニーズ調査の集計結果等を用いて算出する、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・

子育て支援事業に係る需要量の見込みに関して、意見を述べること。

・幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援事業に係る提供体制の確保の内容

と実施時期に関して意見を述べること。

４．世田谷区子ども・子育て部会の傍聴について

資料3-1世田谷区地域保健福祉審議会運営要領第２条のとおり

５．世田谷区子ども・子育て部会の議事録について

資料3-l世田谷区地域保健福祉審議会運営要領第３条のとおり

なお、作成した議事録については、区ＨＰで公開する。

部会開催後、議事録案を各委員に送付し校正を依頼し、校正後の議事録を公開する。



【部会の位置づけ】

世田谷区地域保健福祉審議会

区の地域保健福祉に係る施策を総合的

調査・審議するための区長の附属機関

かつ計画的に推進する上で必要な事項を

世田谷区地域保健福祉推進条例第１９条）（ 

【部会】

審議会に、障害者、 高齢者等に関する事項その他の専門的事項を調査審議するため

または調査審議を効率的に行うため、 部会を置くことができる。

１９条第５項）(世田谷区地域保健福祉推進条例第

子ども・子育て部会

･子育て支援事業計画の策定に向けた調査・審議を行う部会子ども

障害者施策推進協議会

障害者施策に係る専門的事項の調査・審議を行う部会

高齢者福祉・介護保険部会

高齢者保健福祉計画 ･介護保険事業計画の策定に向けた調査・審議を行う部会



＝Ｆ 

資料３－１

世田谷区地域保健福祉審議会運営要領

平成１０年９月１１日

（審議会決定）

（趣旨）

第１条この要領は世田谷区地域保健福祉審議会運営要綱第３条の規定に基づき世田谷

区地域保健福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営について必要な事項を定める

ものとする。

（傍聴）

第２条審議会を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）は、世田谷区地域保

健福祉審議会傍聴人名簿（第１号様式）に所要事項を記入し、係員の指示に従い、入場

し、着席しなければならない。

２会長及び部会長は、傍聴につき傍聴人の数その他必要な条件を付することができる。

３傍聴人は、傍聴するときは、静粛を旨とし、発言したり、その他議事の妨害となる

ような行為をしてはならない。

４会長及び部会長は、審議事項の取扱い上必要があるとき、その他審議会の運営上必

要があるときは、傍聴人を退場させることができる

（議事録）

第３条会長及び部会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成するものとする。

（１）審議会及び部会の開催日時及び場所

（２）出席した委員及び部会員の氏名

（３）議案

（４）議事の経過及び結果

（５）委員及び部会員の意見要旨

（６）その他必要と認める事項

（委員）

第４条審議会の運営における具体的事項について必要なときは､適宜審議会の決定に

より定める。

附則

この要領は、平成１０年９月１１日から施行する。

附則

この要領は、平成２３年１２月１２日から施行する。



■ 

資料４声
し

2.市町村子ども･子育て支援事業計画のイメージ① Ｉ 

○市町村子ども･子育て支援事業計画は､５年間の計画期間における幼児期の学校教育･保育・
地域の子育て支援についての需給計画。(新制度の実施主体として､全市町村で作成｡）

子ども･子育て家庭の状況及び需要

i３歳以上の子どもを持づミ
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
（子ども･子育ての利用希望）

～皇校教育＋子育て玄塑一

上の子どもを持づミ
青を利用せず

子育てを行う家庭
も.子育ての利用希望）

【教育＋子育て玄塑一

３ i３歳未満の子

保育を利

家庭で子育て’
(子ども･子育て@

i３歳未満の子どもを持づミ

保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
(子ども･子育ての利用希望）＝

､ 

家
（ ） 

需要の調査･把 況十利用希望）

計画的な整備

７ 

※施股型給付･地壌型保育給付の対象は､哩可や鹿定を受けた施殴･事業者の中から.市町村の確麗を受けたもの



－－－’ 
2.市町村子ども･子育て支援事業計画のイメージ② 」

Ｏ市町村子ども･子育て支援事業計画には､基本的記載事項として､幼児期の学校教育･保育・
地域の子育て支援について､市町村が定める区域ごとに､５年間の計画期間における｢量の
見込み｣｢確保の内容｣｢実施時期｣を記載。
Ｏあわせて､任意的記載事項として､都道府県が行う専門的な知識･技能を要する社会的養護等
に係る支援との連携やワーク･ライフ･バランスに係る施策との連携等についても記載。

【市町村子ども･子育て支援事業計画記載事項】(子ども･子育て支援法第61条第２項･第３項）

＜必須記載事項＞

○区域の設定（第２項第１号）

Ｏ各年度における幼児期の学校教育･保育の量の見込み､実施しようとする幼児期の
学校教育･保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期(第２項第１号）

○地域子ども･子育て支援事業の量の見込み､実施しようとする地域子ども･子育て支援事業の
提供体制の確保の内容及びその実施時期（第２項第２号）

○幼児期の学校教育･保育の一体的提供及び当該学校教育･保育の推進に関する体制の確保
の内容（第２項第３号）

＜任意記載事項＞

○産後の休業及び育児休業後における特定教育･保育施設等の円滑な利用の確保
（第３項第１号）

○子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携
（第３項第２号）

○労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備
に関する施策との連携（第３項第３号）

「
「
ノ



Ｏ市町村子ども｡子育て支援事業計画のポイントー｢量の見込み｣、｢確保の内容｣･｢実施時期」
＜量の見込み＞

･幼児期の学校教育･保育｡地域子ども｡子育て支援事業について､｢現在の利用状況＋韮1且ﾖ孟望｣を踏まえて
記載(参酌標準)。

÷住民の利用希望の把握が前提｡(子ども･子育て支援法第61条第４項）÷具体的な手法は資料1-4参照。
＜確保の内容･実施時期＞

･幼児期の学校教育･保育について､施設(認定こども園､幼稚園保育所)､地域型保育事業による確保の状況を記載。
･量の見込みとの差がある場合には､施設･地域型保育事業の整備が必要。

(例）平成２７年度に地域型保育事業(50人分)を整備､平成２８年度に施設(100人分)を整備

･地域子ども･子育て支援事業についても同様に､確保の状況を記載｡また量の見込みとの差がある場合には、
事業の整備が必要。

○教育のみく1号＞

○保育の必要性あり(3-5歳）＜2号＞
○保育の必要性あり(０－２歳）＜3号＞

○施設(認定こども園､幼稚園)で確保

○施設(認定こども園､保育所)で確保
○施設(認定こども園､保育所)､地域型保育事業で確保

､--■■■■･■■■￣■■￣￣￣￣＝Ｕ 

不足が
ある場合
は整備

－」－－－－－－－－．－－－

0 

0 
■■ 

確保の内容、

実施時期量の見込み

利用者支援､地域子育て支援拠点事業､－時
預かり事業､乳児家庭全戸訪問事業､ﾌｧﾐﾘｰ
サポートセンター事業､延長保育事業､病児保

育訴業､放課後児童健全育成事業等(13率業）

｢Ｕ匹域設定

Ｏ幼児期の学校教育･保育

＜量の見込み＞＜確保の内容･実施時期＞

Ｏ地域子ども･子育て支援事業

ぐ＝＞

ぐ＝＞

<＝＞ 

｝ 
※上記のほか､人口減少地域などでは、
例)｢保育の必要性あり(3-5歳)＜２

<＝＞ 

上記以外の事業による確保も可能。
号＞」→地域型保育事業で確保

蔓！]／
Ｏ認定こども園の普及､幼児期の学校教育･保育､地域の子育て支援の推進方策に係る事項
Ｏ産後の休業及び育児休業後における特定教育･保育施設等の円滑な利用の確保
Ｏ子ども'二関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携

○ 

（ 
（ 

(０年度に○人分）

労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携 シ

[二二丁－－一三〒i訂i禰手可二毛=手晉ﾓ麦震事蘂濤I蓮亟三三麺二二二
←－１ 



資料５

世田谷区子ども・子育て部会の今後のスケジュールについて

●第１回子ども・子育て部会

日時平成２５年７月１８日（木）１８時３０分から

場所区役所第１庁舎５階庁議室

主な議題予定

・子ども・子育て支援事業計画について

・子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査について

－－－－－－－－－－｜ ；８月～１０月ニーズ調査の実施、集計

●第２回子ども・子育て部会

日時平成２５年１０月下旬～１１月中旬

場所区役所内会議室を予定

主な議題予定

・子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査結果報告

・教育・保育事業、地域子育て支援事業に係る需要量見込みの検討

……－－…－－…￣－－－－－－－－－－－－－－－…ｉ ；１１月～平成26年１月ニーズ調査の分析

需要量見込みの検討

●第３回子ども・子育て部会

日時平成２６年２月を予定

場所区役所内会議室を予定

主な議題予定

・教育・保育事業、地域子育て支援事業に係る需要量見込み案確定

・教育・保育事業、地域子育て支援事業に係る提供体制の確保方策

および実施時期の検討

:￣…．､－．－．゜….・・-....-..…--...-....-....--...…･･･-...-..-...-..－．．－－－－．．－．．．．－.…－－．－－－.~－－

；３月需要iii見込み、東京都への報告

１３月～５月提供体制の確保方策､実施時期の検討！
｡..-－．－－.； 

●第４回子ども・子育て部会

日時平成２６年６月を予定

場所区役所内会議室を予定

主な議題予定

・提供体制の確保方策および実施時期の案確定

・子ども・子育て支援事業計画案確定

ｉ７月子ども・子育て支援事業計画案、東京都報告ｉ
ｉ－－－－－－－－－－－－－－－－.………： 
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